
議案第３２号 

 

令和６年度さいたま市病院事業会計予算 

 

  (総 則) 

第１条 令和６年度さいたま市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

  (業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 病 床 数 ６３７床  

(2) 年 間 入 院 患 者 数 １９６，００３人  

(3) 年 間 外 来 患 者 数 ２８２，５１２人  

(4) 一 日 平 均 入 院 患 者 数 ５３７人  

(5) 一 日 平 均 外 来 患 者 数 １，１６３人  

(6) 主 要 な 建 設 改 良 事 業  

市立病院施設整備事業 事業費 ８８，５３７千円  

 

（収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 
         収       入  

第１款 病 院 事 業 収 益 ２５，８５８，２１７千円 

 第１項  医 業 収 益 ２２，４７４，９８３千円 

第２項  医 業 外 収 益 ３，３８３，２３２千円 

第３項  特 別 利 益 ２千円 

          支       出  

第１款 病 院 事 業 費 用 ２９，８９２，５０４千円 

 第１項  医 業 費 用 ２８，６６０，８５２千円 

第２項  医 業 外 費 用 １，２２１，６５０千円 

第３項  特 別 損 失 ２千円 

 第４項  予 備 費 １０，０００千円 

 

 (資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額１，６６９，１４６千円は、過年度分損益勘定留保資金等で補塡 

するものとする。）。 
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       収       入 

第１款 資 本 的 収 入 １，２６９，９０８千円 

第１項  企 業 債 ２８４，９００千円 

第２項  出 資 金 ９６，５２６千円 

第３項  負 担 金 ８８８，４７９千円 

第４項 

第５項 

第６項 

 

 固定資産売却代金 

 寄 附 金 

 補 助 金 

 

１千円 

１千円 

１千円 

 

 

 

       支       出 
 

第１款 資 本 的 支 出 ２，９３９，０５４千円 

第１項  建 設 改 良 費 ９８３，３０８千円 

第２項  企 業 債 償 還 金 １，９５５，７４６千円 

 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事項 期間 限度額 

物品管理業務（令和６年度契約分） 
令和７年度から 

令和８年度まで 
220,367 千円 

電子図書購読料（令和６年度契約分） 
令和７年度から 

令和１０年度まで 
13,097 千円 

医事業務（令和６年度契約分） 令和７年度 540,991 千円 

新病院開院に伴う情報システム賃貸借業務（再

リース） 

令和７年度から 

令和８年度まで 
431,453 千円 

院内業務ネットワーク構築事業（再リース） 
令和７年度から 

令和８年度まで 
92,183 千円 

医療総合情報システムオペレーション業務 令和７年度 21,780 千円 

インシデント管理システム賃貸借 
令和７年度から 

令和１１年度まで 
8,384 千円 

さいたま市立病院用ネットワーク機器賃貸借

（追加分） 
令和７年度 322 千円 
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(企業債) 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

市立病院医療機

器整備事業 
284,900 千円 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れ る 資 金 に つ い

て、利率の見直し

を行った後におい

ては、当該見直し

後の年度における

利率とする。） 

政府資金等については

その融資条件により、

銀行その他の場合には

その債権者と協定する

ものによる。ただし、

財政の都合により据置

期間及び償還期間を短

縮し、又は繰上償還若

しくは低利に借換えす

ることができる。 

 

 (一時借入金) 

第７条 一時借入金の限度額は、３,５００,０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 医業費用、医業外費用及び特別損失の間の流用 

 

  (議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流

用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ

ならない。 

(1) 給    与    費 １４，０３４，４８２千円 

(2) 交    際    費 ４１４千円 

 

  (たな卸資産購入限度額) 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、６，４３２，５６９千円と定める。 

 

 

令和６年２月６日提出 

 

さいたま市長    清  水  勇  人 
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